
白 銅 株 式 会 社
証券コード7637

第72回
定時株主総会
招集ご通知

日 時

2021年6月29日(火曜日)午前10時　(午前9時開場)

場 所
東京都千代田区丸の内二丁目5番2号　三菱ビル　10階
コンファレンススクエア　エムプラス　グランド

決議事項
第1号議案　取締役(監査等委員である取締役を除く)　 

5名選任の件
第2号議案　監査等委員である取締役4名選任の件
第3号議案　取締役(監査等委員である取締役を除く)　

賞与支給の件
第4号議案　監査等委員である取締役賞与支給の件

議決権行使書のQRコードからスマートフォンで行使できます。
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード
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※�議決権行使書用紙は
イメージです。

＜株主の皆様へのお願い＞
　新型コロナウイルスの感染状況を鑑み、株主の皆
様の感染リスクを避けるため、本年は株主総会当日
のご来場を見合わせ、書面（郵送）またはインター
ネットによる議決権行使をご推奨申しあげます。
　書面（郵送）またはインターネットによる議決権
行使の方法につきましては、招集ご通知2～3ページ
をご参照ください。
　本株主総会会場において、感染予防のための措置
を講じる場合もありますので、ご協力賜りますよう
お願い申しあげます。
　状況の変化により、記載会場の使用が困難となっ
た場合には、会場の変更をする可能性があります。
そ の 場 合 に は 、 速 や か に 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ
（www.hakudo.co.jp）で変更後の会場につきお知
らせしますので、株主様におかれましては、当日ご
来場前に必ず当社ホームページをご確認ください
ますようお願いいたします。



株主の皆様へ
　株主の皆様には、平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげま
す。
　新型コロナウイルス感染症によりお亡くなりになられた方々に謹ん
でお悔やみ申しあげます。罹患された方とそのご家族の皆様には心よ
りお見舞いを申しあげるとともに、1日も早いご回復をお祈り申しあげ
ます。

　本紙面では、白銅グループの企業活動や株主総会の議案について掲載
しておりますのでご高覧いただきますようお願い申しあげます。

　当期は、第２四半期までは新型コロナウイルス感染症の拡大の影響等
により業績が計画を下回っておりましたが、第３四半期以降はIoT､AI、
5G等の半導体需要増を背景にした半導体製造装置市場の拡大や原材料
市況の上昇がみられました。これらにより減収とはなりましたが、営業
利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益は増益とすることが
できました。これもひとえに株主の皆様のご支援の賜物と感謝してお
ります。
　配当金につきましては、当初予想の１株当たり３８円から２０円増額
の５８円とすることを２０２１年５月１４日開催の定例取締役会にお
いて決定いたしました。

　今期におきましても、世界的に旺盛な半導体の需要による半導体製造
装置業界の伸長や工作機械等の設備投資が好転することが引き続き想
定されます。
　当社グループは、半導体製造装置業界のみならず、自動車業界、航
空・宇宙業界においても、ダントツの品質、ダントツのスピード、ダン
トツのサービス、納得の価格の実現、海外への積極的な展開、新規事業
の構築と拡大により、この大きな社会の変化に役立つ提案を続けてまい
ります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援、ご鞭撻を賜り
ますよう宜しくお願い申しあげます。

2021年6月

代表取締役社長



（証券コード　7637）
株 主 各 位 2 0 2 1 年 6 月 8 日

東京都千代田区丸の内二丁目5番2号

代表取締役社長　角田　浩司
第72回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第72回定時株主総会を下記により開催いたします。
　なお、当日ご出席いただけない場合は、書面（郵送）またはインターネットによって議決権を行使する
ことができます。お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2021年6月28日（月曜日）午
後5時30分までに議決権をご行使いただきたくお願い申しあげます。

敬　具
記

 １ 日　　時 2021年6月29日（火曜日）午前10時　（午前9時開場）
 ２ 場　　所 東京都千代田区丸の内二丁目5番2号　三菱ビル　10階

コンファレンススクエア　エムプラス　グランド
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

 ３ 目的事項 報告事項 1．第72期（2020年4月1日から2021年3月31日まで）
事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査等委員会の
連結計算書類監査結果報告の件

2．第72期（2020年4月1日から2021年3月31日まで）
計算書類報告の件

決議事項 第1号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）５名選任の件
第2号議案　監査等委員である取締役４名選任の件
第3号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）賞与支給の件
第4号議案　監査等委員である取締役賞与支給の件

以　上
◦当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
◦本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の「連結注記表」および計算書類の「個別注記表」につきまし

ては、法令および当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト(アドレス　www.hakudo.co.jp)
に掲載しておりますので、本招集ご通知の提供書面には記載いたしておりません。従いまして、本招集ご通知の提供書面は、
監査等委員会が監査報告を、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査をした連結計算書類および計算書類の一部
であります。

◦なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類の記載事項に関し修正が生じた場合は、当社ホー
ムページ（www.hakudo.co.jp）に掲載させていただきます。

◦当日は、ノーネクタイの「クールビズ」スタイルにて対応させていただきます。
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議決権行使についてのご案内
議決権は、以下の3つの方法により行使いただくことができます。

株主総会にご出席される場合
議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。（ご捺印は不要です。）

日 時 2021年6月29日（火曜日）午前10時 (午前9時 開場)

場 所 三菱ビル　10階　コンファレンススクエア　エムプラス　グランド

書面で議決権を行使される場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函
ください。

行使期限 2021年6月28日（月曜日）午後5時30分到着分まで

インターネットで議決権を行使される場合
議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただき、画面の案内
に従って議案に対する賛否をご入力ください。

行使期限 2021年6月28日（月曜日）午後5時30分入力分まで
インターネットによる議決権行使のご案内については次頁をご参照くだ
さい。
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インターネットによる議決権行使のご案内

議決権行使書用紙に記載のQRコードを
読み取ってください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　
証券代行部　ヘルプデスク

0120－173－027
（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）

お問い合わせ先

1

議決権行使ウェブサイトにアクセス
https://evote.tr.mufg.jp/

1

以降は画面の案内に従って賛否を
ご入力ください。4

以降は画面の案内に
従って賛否をご入力
ください。

2

QRコードを用いたログイ
ンは1回に限り可能です。
再行使する場合、もしくはQR
コードを用いずに議決権を行
使する場合は、右の「ログイ
ンID・仮パスワードを入力す
る方法」をご確認ください。

ご注意

議案に対する賛否を入力してください。
「ログインID・仮パスワード」を

入力する方法「QRコード」を読み取る方法

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワード
を入力することなく、議決権行使サイトにログインす
ることができます。

「ログインID・仮パスワード」を入力
議決権行使書用紙に記載された「ログインID・
仮パスワード」を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

新しいパスワードを登録する。3

「新しいパスワード」
を入力

「送信」を
クリック

見 本 XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード
見 本
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株主総会参考書類

第１号議案　取締役(監査等委員である取締役を除く)５名選任の件
　取締役(監査等委員である取締役を除く)全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります
　ので、取締役(監査等委員である取締役を除く)５名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされましたが、意見はございませんでした。
　取締役(監査等委員である取締役を除く)の候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏　名 現在の地位 属　性

1  つ の  

角
だ

田
 

　
 こ う  

浩
じ

司 代表取締役社長 再 任

2  や ま  

山
だ

田
 

　
 て つ  

哲
や

也 常務取締役 再 任

3  や ま  

山
だ

田
 

　
 み つ  

光
 し げ  

重 常務取締役 再 任

4  ふ る  

古
 か わ  

河
 

　
じゅん

潤
 い ち  

一 取締役 再 任 社 外 独 立

5 　いし　

石
　もと　

本
 

　
　まさ　

雅
　とし　

敏 取締役 再 任 社 外 独 立

再 任 再任取締役候補者 社 外 社外取締役候補者 独 立 証券取引所等の定めに基づく独立役員
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式の数

1
候補者番号

つ の

角
だ

田　
こ う

浩
じ

司
(1962年8月15日生)

5,000株

1986年４月 東京通運株式会社入社
1986年７月 白銅株式会社(廣成株式会社)入社
2001年５月 当社中央支社長
2002年４月 当社経営企画室長
2002年12月 当社中国室長

上海白銅精密材料有限公司董事総経理
2004年４月 当社執行役員海外営業部長
2009年１月 上海白銅精密材料有限公司董事長
2009年４月 当社執行役員開発営業本部長
2010年４月 当社開発営業本部長
2010年６月 当社取締役開発営業本部長
2010年７月 当社取締役営業本部長
2011年７月 当社取締役常務
2012年４月 当社代表取締役社長（現任）

（現在に至る）

【選任理由】
角田浩司氏を取締役候補者とした理由は、代表取締役社長として経営の重要事項の決定および業務執行の監督に十分な役割を果
たしており、引き続き経営の指揮を執ることが、当社の持続的な成長を目指すうえで最適であると判断したためであります。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式の数

2
候補者番号

や ま

山
だ

田　
て つ

哲
や

也
(1969年3月28日生)

340,000株

1991年４月 株式会社第一勧業銀行(現株式会社みずほ銀行)入行
1998年８月 当社入社
1999年４月 当社東部支社東部仕入課長
2005年10月 当社東部支社厚木営業所長
2010年４月 当社内部監査室副室長
2013年６月 当社管理部門管掌取締役
2016年４月 当社常務取締役標準品営業部門管掌(現任)
2019年２月 高瀬アルミ株式会社（現：株式会社AQR）取締役(現任)
2021年４月 特注品営業部門、上海白銅精密材料有限公司、

Hakudo(Thailand)Co.,Ltd.管掌（現任）
（現在に至る）

【選任理由】
山田哲也氏を取締役候補者とした理由は、金融関係・経営における豊富な知識を有し、当社の事業に精通していることから当社
の持続的な成長に貢献できると判断したためであります。
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式の数

3
候補者番号

や ま

山
だ

田　
み つ

光
し げ

重
(1967年9月20日生)

340,000株

1991年４月 株式会社日本興業銀行（現株式会社みずほ銀行）入行
2002年８月 デロイト トーマツ コンサルティング入社
2005年11月 株式会社新生銀行入行
2008年５月 株式会社リヴァンプＣＦＯ兼管理部長
2008年６月 当社監査役

廣成株式会社代表取締役社長
2010年２月 プレッツェルジャパン株式会社監査役
2010年４月 クリスピー・クリーム・ドーナツ・ジャパン株式会社監査役
2010年６月 当社取締役
2014年６月 株式会社ライフ白銅取締役
2015年４月 当社特注品営業部門管掌取締役兼特注品営業本部長
2018年 4 月 当社常務取締役特注品営業部門管掌取締役兼特注品営業本部

長
2019年４月 当社常務取締役製造部門管掌（現任）

（現在に至る）

【選任理由】
山田光重氏を取締役候補者とした理由は、金融関係において豊富な経験があり、財務および会計において十分な見識を有してい
ることから当社の持続的な成長に貢献できると判断したためであります。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式の数

４
候補者番号

ふ る

古
か わ

河　
じゅん

潤
い ち

一
(1968年3月27日生)

－株

1990年４月 朝日生命保険相互会社入社
2007年４月 朝日ライフアセットマネジメント株式会社出向　企画総務部

長
2008年８月 古河林業株式会社山林事業本部長
2009年10月 同社常務取締役兼山林事業本部長
2010年４月 同社代表取締役社長(現任)
2015年６月 当社社外取締役（現任）
2019年 6 月 中央不動産株式会社（現:中央日本土地建物株式会社） 社外取

締役（現任）
2020年 4 月 中央日本土地建物グループ株式会社 社外取締役（現任）

（現在に至る）
（重要な兼職の状況）
古河林業株式会社 代表取締役社長

【選任理由及び期待される役割の概要】
古河潤一氏を社外取締役候補者とした理由は、豊富な経営者経験および幅広い見識等を備えており、経営者としてのバランス感
覚を活かした健全かつ効率的な経営について精通していることから、社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるもの
と期待したためであります。また、同氏が選任された場合は、指名・報酬等諮問委員として当社の役員候補者の選定や役員報酬
等の決定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式の数

５
候補者番号

い し

石
も と

本　
ま さ

雅
と し

敏
(1962年3月30日生)

5,000株

1984年４月 株式会社電通入社
1992年７月 Eli Lilly and Company入社
1996年４月 株式会社デサント入社
2002年４月 同社コーポレート企画室長
2006年４月 同社執行役員新規事業室長
2008年６月 同社取締役スタッフ部門担当
2011年６月 同社常務取締役スタッフ部門長
2013年６月 同社代表取締役社長
2018年６月 当社社外取締役（現任）

（現在に至る）

【選任理由及び期待される役割の概要】
石本雅敏氏を社外取締役候補者とした理由は、長年にわたり東京証券取引所市場第一部上場会社の経営に携わり、豊富な経営者
経験および幅広い見識等を有していることから、社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと期待したためであ
ります。また、同氏が選任された場合は、指名・報酬等諮問委員として当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、客
観的・中立的立場で関与いただく予定です。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．取締役候補者のうち、古河潤一氏および石本雅敏氏は社外取締役候補者であります。
３．当社は、古河潤一氏および石本雅敏氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。　　　　　　　　　

古河潤一氏および石本雅敏氏の両氏の再任が承認された場合には、当社は引き続き両氏を独立役員とする予定であります。
４．古河潤一氏および石本雅敏氏は、現在、当社の社外取締役であります。社外取締役として今までの在任期間は、本定時株主総会

終結の時をもって、古河潤一氏が６年、石本雅敏氏が３年であります。
５．当社は古河潤一氏および石本雅敏氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定す

る契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としており、両氏の再任が承認された
場合には、当該契約を継続する予定であります。

６．当社は各取締役候補者と補償契約を締結しておりません。
７．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当社取締役を含む被保

険者が、その職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当
該保険契約により補填することとしております。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となり
ます。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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第２号議案　監査等委員である取締役４名選任の件
　監査等委員である取締役全員(４名)は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査等委
　員である取締役４名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏　名 現在の地位 属　性

1 お

小
だ

田
 

　
 り つ  

律 取締役（監査等委員・常勤） 再 任

2  ぬ か  

額
だ

田
 

　
はじめ

一 取締役（監査等委員） 再 任 社 外 独 立

3   き た  

北
  む ら  

村
 

　
き

喜
み

美
お

男 取締役（監査等委員） 再 任 社 外 独 立

4  す え  

末
 お か  

岡
 

　
 あ き  

晶
こ

子 取締役（監査等委員) 再 任 社 外

再 任 再任取締役候補者 社 外 社外取締役候補者 独 立 証券取引所等の定めに基づく独立役員
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式の数

1 お

小
だ

田
 

　
　りつ　

律
(1959年3月30日生)

4,000株

1981年４月 日立クレジット株式会社入社
1985年８月 白銅株式会社(廣成株式会社)入社
1999年10月 当社経営企画室長
2002年４月 当社執行役員東部支社長
2004年６月 当社取締役執行役員
2006年４月 当社取締役常務執行役員営業本部長
2008年４月 当社取締役専務執行役員営業本部長

上海白銅精密材料有限公司董事
2009年４月 当社取締役専務執行役員管理本部長
2009年７月 当社取締役常務執行役員管理本部長兼情報システム部長
2010年４月 当社代表取締役社長
2012年４月 当社取締役相談役
2012年６月 当社常勤監査役
2013年６月 当社製造部門管掌取締役
2013年10月 当社製造部門管掌取締役兼製造本部長
2017年６月 当社取締役（監査等委員・常勤）（現任）

（現在に至る）

【選任理由】
小田律氏を取締役候補者とした理由は、当社の経営に携わり培った当社事業に関する豊富な経験を有しており、監査等委員であ
る取締役として引き続き当社の事業の公平・公正な決定および健全性確保に貢献されることを期待できると判断したためであり
ます。
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式の数

2 　ぬか　

額
だ

田
 

　
はじめ

一
(1971年12月13日生)

―株

1994年４月 太田昭和監査法人入社
1997年４月 公認会計士登録
1999年８月 ＫＰＭＧピートマーウィック入社
2000年７月 柳澤・迫本公認会計士事務所入所
2005年４月 株式会社ボンマックス監査役
2006年６月 税理士登録

新創税理士法人（現銀座Ｋ.Ｔ.Ｃ税理士法人）社員
2008年４月 新創税理士法人（現銀座Ｋ.Ｔ.Ｃ税理士法人）代表社員
2010年６月 当社監査役就任
2016年３月 株式会社Z-Works 社外監査役
2017年６月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）
2017年10月 額田公認会計士事務所代表（現任）

2018年１月 アイディールブレーン株式会社 社外監査役（現任）※2021年
6月退任予定
（現在に至る）

(重要な兼務の状況）
額田公認会計士事務所 代表

【選任理由及び期待される役割の概要】
額田一氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は過去に直接経営に関与した経験はありませんが、公認会計士および税理士と
して、企業の財務・税務に対して精通しており、会社経営に助言する充分な見識を有していることから、監査等委員である社外
取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断したためであります。また、同氏が選任された場合は、指名・報酬
等諮問委員として当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式の数

3 　きた　

北
　むら　

村
 

　
き

喜
み

美
お

男
(1952年1月10日生)

―株

1975年４月 伊藤忠商事株式会社入社
2007年４月 同社執行役員経理部長代行(兼)ＣＦＯ室
2007年５月 同社執行役員経理部長
2010年４月 同社常務執行役員経理部長
2014年５月 株式会社ファミリーマート常務取締役

常務執行役員管理本部長・財務経理本部管掌
2015年５月 同社取締役・常務執行役員管理本部長
2016年５月 同社顧問
2017年６月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

（現在に至る）

【選任理由及び期待される役割の概要】
北村喜美男氏を社外取締役候補者とした理由は、経営者として豊富な経験とグローバルで幅広い見識を有しており、監査等委員
である社外取締役として当社の経営に活かしていただけるものと判断したためであります。また、同氏が選任された場合は、指
名・報酬等諮問委員として当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式の数

4 　すえ　

末
　おか　

岡
 

　
　あき　

晶
こ

子
(1971年10月31日生)

―株

1994年４月 厚生省（現厚生労働省）入省
2000年４月 東京弁護士会登録

森綜合法律事務所（現森・濱田松本法律事務所）入所
2003年６月 ハーバード大学ロースクール修了（L.L.M.)
2003年９月 シンプソン・サッチャー・アンド・バートレット法律事務所ニ

ューヨークオフィス出向
2004年10月 パヴィア・エ・アンサルド法律事務所ローマオフィス出向
2005年７月 経済産業省経済産業政策局出向
2009年１月 森・濱田松本法律事務所パートナー（現任）
2009年６月 東京弁護士会国際委員会委員(現任)
2016年４月 国立大学法人東北大学出資事業推進委員会委員(現任)
2017年４月 国立大学法人東北大学産学共同・事業化推進委員会委員

(現任)
2019年 6 月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）
2020年 6 月 株式会社産業革新投資機構 社外監査役（現任）

（現在に至る）
（重要な兼職の状況）
森・濱田松本法律事務所 パートナー

【選任理由及び期待される役割の概要】
末岡晶子氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は過去に直接経営に関与した経験はありませんが、長年にわたる弁護士とし
ての豊富な経験と幅広い知識により、会社経営に助言する充分な見識を有していることから、監査等委員である社外取締役とし
てコーポレートガバナンスの向上に貢献されることを期待できると判断したためであります。また、同氏が選任された場合は、
指名・報酬等諮問委員として当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．監査等委員である取締役候補者のうち、額田一氏、北村喜美男氏および末岡晶子氏は社外取締役候補者であります。
３．当社は、額田一氏および北村喜美男氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、両氏の再任が承認された

場合には、改めて両氏を独立役員として届け出る予定であります。
４．額田一氏、北村喜美男氏および末岡晶子氏は、現在、当社の社外取締役であります。社外取締役として今までの在任期間は、本

定時株主総会終結の時をもって、額田一氏が４年、北村喜美男氏が４年、末岡晶子氏が２年であります。
５．当社は額田一氏、北村喜美男氏および末岡晶子氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としており、各氏の選任
が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。

６．当社は各取締役候補者と補償契約を締結しておりません。
７．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当社取締役を含む被保

険者が、その職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当
該保険契約により補填することとしております。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となり
ます。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）賞与支給の件
　当事業年度末時点の取締役（監査等委員である取締役を除く）５名（うち社外取締役２名）に対し、従来の支
給金額および当事業年度の業績等を勘案して、役員賞与を総額４３百万円支給したいと存じます。
　各取締役に対する支給金額は、取締役会にご一任願いたいと存じます。また、当社の取締役の個人別の報酬等
の内容にかかる決定方針は事業報告２５ページに記載のとおりであります。
　本議案は、会社業績や各取締役の実績等を総合的に勘案しつつ、指名・報酬等諮問委員会の審議を経て取締役
会で決定しており、上記の決定方針にも沿うものであることから、相当であると判断しております。
　なお、本議案について、監査等委員会で検討がなされましたが、意見はございませんでした。
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第４号議案　監査等委員である取締役賞与支給の件
　当事業年度末時点の監査等委員である取締役４名（うち社外取締役３名）に対し、従来の支給金額および当事業
年度の業績等を勘案して、役員賞与を総額６百万円支給したいと存じます。
　監査等委員である各取締役に対する支給金額は、監査等委員である取締役の協議にご一任願いたいと存じます。
また、当社の取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針は事業報告２５ページに記載のとおりであります。
　本議案は、会社業績や各取締役の実績等を総合的に勘案しつつ、監査等委員である取締役の協議で決定しており、
上記の決定方針にも沿うものであることから、相当であると判断しております。

以上
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（提供書面）
事業報告（2020年4月1日から2021年3月31日まで）

1 企業集団の現況
(1）当連結会計年度の事業の状況
　① 事業の経過および成果
　　イ．業績結果
　　（ａ）売上高

　売上高は、前連結会計年度比6.2％減少し、392億1千9百万円となりました。
　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の拡大による世界的な経済活動停滞の
影響を受け、景気が悪化しました。現在も収束が見えない状況が継続し、景気の先行きについては、不透明
な状況が続くと思われます。
　当社グループ業績に影響が大きい半導体製造装置業界は、５Ｇ関連やデータセンター向けに需要拡大が続
いており、世界的な経済活動停滞の影響を受けながらも、第３四半期以降の設備投資に大幅な回復が見られ
ました。
　その他、ＦＰＤ製造装置業界はテレビやパソコン向けの需要が堅調で、設備投資に底打ち感が出てきまし
たが、一方で、航空機業界、自動車業界等は、設備投資が減少した状況が継続しました。
　このような状況の中、当社グループは、政府等の要請やお客様の安全等を考慮し、在宅勤務・時差出勤の
推進等による新型コロナウイルス感染予防策を継続的に実施しております。
　顧客往訪や対面営業が制約を受ける中で、従来より当社が注力してきた24時間365日お見積り・ご注文可
能なWEBサイト「白銅ネットサービス」の利用促進および「リモート営業」ツールの活用により、顧客サ
ービス低下への影響を一定範囲に抑えることができました。
　また、「白銅ネットサービス」の取扱商品数を2020年3月末の15,500品目サイズから2021年3月末には、
21,200品目サイズへ大幅に拡充し、利便性の向上に努めました。
　2019年2月に連結子会社化した株式会社ＡＱＲは、商品の品揃えや在庫管理などで当社グループのリソー
スを活用し、販売力強化と経費削減を実現しました。当社の充実したサービスを株式会社ＡＱＲの顧客へ提
供することにより、当社グループの事業拡大に繋げてまいります。
　海外事業においては、ベトナム国における代理店として関係を強化してまいりました現地大手非鉄金属商
社のOristar Corporationの事業拡大にともなう増資について、2020年6月に約4億円の出資を完了しまし
た。
　以上の顧客満足度の向上および事業規模拡大等の施策を着実に実行いたしましたが、新型コロナウイルス
感染症の影響等による製造業全般の設備投資減少の影響を受け、売上高は、前連結会計年度比で減少となり
ました。
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（ｂ）営業利益
　営業利益は、前連結会計年度比19.5％増加し、19億8千1百万円となりました。
　営業利益の主な増加要因は、経費削減による売上原価の減少及び、原材料市況の影響によるもので、前連
結会計年度の商品在庫に係わる相場差損は1億7千万円でしたが、当連結会計年度の商品在庫に係わる相場差
益は4千3百万円でした。
　原材料市況の影響額を除いた営業利益は、前連結会計年度比で5.9％増加し、19億3千8百万円となりまし
た。

（ｃ）経常利益
　経常利益は、営業利益の増加により前連結会計年度比22.8％増加し、20億8千3百万円となりました。

　以上の結果、親会社株主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度比11.6％増加し、12億8千1百万円と
なりました。

企業集団の売上高の内訳

セグメント 売上高 営業損益 経常損益 親会社株主に帰属する
当期純損益

日本 37,344百万円 1,941百万円 2,021百万円 1,234百万円

中国 1,363百万円 21百万円 40百万円 29百万円

その他 511百万円 19百万円 20百万円 17百万円

ロ．当社を取り巻く環境
　原材料市況は、電気銅建値がトン当たり2020年３月末の58万円から2021年３月末には103万円に、アルミ
ニウム地金（日本経済新聞月別平均値）はトン当たり2020年３月末の22万4千円から2021年３月末には29万
4千円に、ステンレス鋼板（鉄鋼新聞月別中心値）はトン当たり2020年３月末の37万円から2021年３月末に
は38万円に、いずれも上昇しました。
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② 設備投資の状況
　当連結会計年度の当社グループの設備投資は総額で5億円実施いたしました。その主な内容は、各工場におけ
る生産設備の新規導入および更新などであります。

③ 資金調達の状況
　金融機関と次のとおりコミットメントライン枠の設定をしております。

（単位：百万円）
銀 行 名 設定額 実行額 未実行残高
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 200 － 200
株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 200 － 200
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 100 － 100
合 計 500 － 500
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(2）財産および損益の状況

41,79843,709 45,228

第71期
（2020年３月期）

第70期
（2019年３月期）

第69期
（2018年３月期）

39,219

第72期
（2021年３月期）

（単位：百万円）売上高

1,697

2,845
2,333

第71期
（2020年３月期）

第70期
（2019年３月期）

第69期
（2018年３月期）

2,083

第72期
（2021年３月期）

（単位：百万円）経常利益

1,148

2,028

1,564

第71期
（2020年３月期）

第70期
（2019年３月期）

第69期
（2018年３月期）

1,281

第72期
（2021年３月期）

（単位：百万円）親会社株主に帰属する当期純利益

第71期
（2020年３月期）

第70期
（2019年３月期）

第69期
（2018年３月期）

32,071

17,081

34,191 33,616

16,92816,261

第72期
（2021年３月期）

33,115

17,869

（単位：百万円）総資産/純資産
■総資産　■純資産

101.27

178.81

137.98

第71期
（2020年３月期）

第70期
（2019年３月期）

第69期
（2018年３月期）

113.01

第72期
（2021年３月期）

（単位：円）１株当たり当期純利益

1,506.031,433.70 1,492.53

第71期
（2020年３月期）

第70期
（2019年３月期）

第69期
（2018年３月期）

1,575.56

第72期
（2021年３月期）

（単位：円）１株当たり純資産

項　目
第　69　期 第　70　期 第　71　期 第72期(当期)

2017年 4 月 1 日から
2018年 3 月31日まで

2018年 4 月 1 日から
2019年 3 月31日まで

2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで

2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで

売上高 (百万円) 43,709 45,228 41,798 39,219

経常利益 (百万円) 2,845 2,333 1,697 2,083

親会社株主に帰属する
当期純利益 (百万円) 2,028 1,564 1,148 1,281

１株当たり当期純利益 (円) 178.81 137.98 101.27 113.01

総資産 (百万円) 34,191 33,616 32,071 33,115

純資産 (百万円) 16,261 16,928 17,081 17,869

１株当たり純資産 (円) 1,433.70 1,492.53 1,506.03 1,575.56
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(3）重要な親会社および子会社の状況
① 親会社の状況

　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当 社 の 出 資 比 率 主 要 な 業 務 内 容

上海白銅精密材料有限公司 16,490(千USD) 100.0% 非鉄金属加工販売

Hakudo(Thailand)Co., Ltd. 60,000(千THB) 99.9% 非鉄金属加工販売

株式会社ＡＱＲ 35,000(千円) 100.0% 非鉄金属加工販売

③ 特定完全子会社に関する事項
　該当事項はありません。

(4）対処すべき課題
◆ ダントツの品質、ダントツのスピード、ダントツのサービス、納得の価格の実現
◆ 海外事業の拡大
◆ 新規事業の育成
◆ ＥＳＧ／ＳＤＧｓの取組み

以上の課題を解決するため、次のとおり対処いたします。
① ダントツの品質、ダントツのスピード、ダントツのサービス、納得の価格の実現

　国内5工場体制による生産能力の増強、ロボットなど省人・省力化生産設備の積極投入、製造現場の
IoT(Internet of Things)の推進による製造現場の生産性の革新、キャパシティのアップ、品質の向上を行って
まいりました。お客様センターにおいては社員教育の充実による応対品質や能力向上により、顧客満足度の向上
を図っております。また、高精度材料をラインナップした「ハイスペックシリーズ」、欧州の厳しい環境規制に
適合した「エコシリーズ」、航空・宇宙分野への拡販のためその取扱いが可能となる国際的な規格JISQ9100を
取得するとともに「航空宇宙規格材料シリーズ」など需要拡大が見込める特徴ある材料を中心に品揃えを増やし
たことにより、標準在庫点数を5,300品目サイズへ拡充しました。
　24時間365日お見積り・ご注文が可能なＷＥＢサイト「白銅ネットサービス」をスマートフォンでもご利用
になれる機能や他社在庫品をお取り寄せできる機能を追加するとともに品目サイズを拡充させ、標準在庫品と他
社在庫品合わせて21,200品目サイズがご利用可能となりました。引き続き利便性の向上と取扱い品目サイズの
拡大を進めております。
　2020年１月には難削材の異形切断も可能なウォータージェット加工機を導入し、あらゆる材質を任意の形状
に切断加工するサービスを開始しました。
　以上のとおり、同業他社との差別化を図ることで、売上高の増大と利益率の向上を目指してまいります。
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② 海外事業の拡大
　中国の連結子会社である上海白銅精密材料有限公司は、工場設備の更新および増強、加工商品の品質向上、お
客様センターの応対品質向上、日本と同様に24時間365日お見積り・ご注文が可能な「上海白銅ネットサービ
ス」の開始等により顧客満足度の向上を図るとともに、より一層の経費削減を実施することで売上高および利益
の増大を目指してまいります。
　2014年10月にタイ王国に設立した連結子会社であるHakudo(Thailand)Co., Ltd.は、現地代理店との連携
の強化や、現地企業の高精度・高品質な材料の需要に短納期で対応することにより、タイ国内への拡販を図り、
売上高および利益の増大を目指してまいります。
　また、2017年２月に駐在員事務所を開設したベトナム国では、同国の代理店として関係を強化してまいりま
した現地大手非鉄金属商社のOristar Corporationの事業拡大にともなう増資において、2020年6月に約4億円
の出資を完了しました。マレーシア、インドネシアにおいても代理店との連携を強化し、アジアを始め世界各国
に非鉄・ステンレスのオーダーメードプレート販売網の確立を図ってまいります。
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③ 新規事業の育成
　2015年１月に３Ｄプリンターによる金属製品の受託製造を開始しました。まずは自動車部品、航空機部品、
医療機器部品などの各種量産前の試作開発品向けに拡販を行っておりますが、試作開発品のみならず、量産移行
時には、当社グループの国内・海外加工ネットワークを駆使して機械加工などの対応を行うことでさらなる売上
高の増大を目指してまいります。また、2017年４月より２台目の３Ｄプリンターを増設し、2018年４月より、
アルミダイカスト製品の材料として広く使われ、日本工業規格（ＪＩＳ）の規格品でもある「ＡＤＣ12」の粉
末を使うアルミ造形サービスを行っております。
　金属製品の受託製造の範囲の拡大を行うなど、製造体制や技術対応力を強化しております。
　また、“３Ｄ＋ＯＮＥ”をキャッチフレーズに、設計サポートから量産化対応までの３Ｄ造形に関するトータル
ソリューションをご提供してまいります。今後将来の当社グループの中核事業となるよう、育成に努めてまいり
ます。
　2021年４月より、金型業界や半導体・液晶製造装置業界で長く使用されている三菱ケミカル社製アルミニウ
ムブランド材「KNシリーズ」の独占販売を開始いたしました。当社の機能と組合せ、小口受注やフライス加工
での短納期対応を進めてまいります。
　以上の施策を実行し、当社グループのさらなる発展のために新規事業へ積極的に取組んでまいります。
　また、日本国内においては、2019年２月に株式会社ＡＱＲの株式取得による連結子会社化や、2020年３月に
東港金属株式会社の事業の一部譲受を行うなど、２社より引継いだ優良顧客に対して、当社の豊富な品揃え商品
や高品質な切断・加工サービスなど充実したサービスを提供し、当社グループの事業規模を拡大してまいりま
す。

④ ＥＳＧ／ＳＤＧｓの取組み
　2020年８月より、「ＥＳＧ／ＳＤＧｓ経営委員会」を設置し、リデュース、リユース、リサイクルの促進、
低炭素社会実現への取組み、産業廃棄物の削減、従業員とのエンゲージメントの向上などの数値目標を立て、Ｅ
ＳＧ／ＳＤＧｓへの取組みを開始しました。
　今後は、再生可能エネルギーへの転換、産学協同での連携強化による開発、女性管理職の登用の推進、外国人
従業員の積極的な採用などにも具体的な目標値を定め、その達成に向けてまい進してまいります。
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(5）主要な事業内容（2021年３月31日現在）
アルミニウム、伸銅、ステンレス、特殊鋼、プラスチック等の加工・販売

(6）主要な営業所および工場（2021年３月31日現在）
① 当社の主要拠点

本社 （東京都千代田区）
東日本営業部 （東京都千代田区）

東日本お客様センター （川崎市麻生区）
仙台営業所 （仙台市青葉区）
高崎営業所 （群馬県高崎市）
厚木営業所 （神奈川県厚木市）

西日本営業部 （大阪市淀川区）
西日本お客様センター （大阪市淀川区）
名古屋営業所 （名古屋市中区）
広島営業所 （広島市中区）
九州営業所 （佐賀県鳥栖市）

特注品営業部 （東京都千代田区）
製造部 （神奈川県厚木市）

神奈川工場 （神奈川県厚木市）
滋賀工場 （滋賀県蒲生郡日野町）
福島工場 （福島県郡山市）
九州工場 （佐賀県鳥栖市）
埼玉工場 （埼玉県加須市）

② 子会社の主要拠点
上海白銅精密材料有限公司 （中国上海市）
Hakudo(Thailand)Co., Ltd. （タイ王国バンコク）
株式会社ＡＱＲ （東京都千代田区）
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(7）使用人の状況（2021年３月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

使　用　人　数 前連結会計年度末比増減

347名 6名減

（注）上記使用人数には、パートタイマー等（310名）は含まれておりません。

② 当社の使用人の状況
使　用　人　数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平　均　年　齢 平均勤続年数

294名 7名増 41.4歳 15.8年

（注）上記使用人数には、パートタイマー等（302名）は含まれておりません。

(8）主要な借入先の状況（2021年３月31日現在）
該当事項はありません。
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２ 会社の現況
(1）株式の状況（2021年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 16,720,000株
② 発行済株式の総数 11,343,300株
③ 株主数 4,012名
④ 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

Ｋ ＆ Ｐ ア セ ッ ト ・ マ ネ ジ メ ン ト 合 同 会 社 1,031千株 9.0％

山 田 治 男 676千株 5.9％

山 田 智 則 676千株 5.9％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 666千株 5.8％

有 限 会 社 双 光 633千株 5.5％

キ ッ ズ ラ ー ニ ン グ ネ ッ ト ワ ー ク 株 式 会 社 632千株 5.5％

株 式 会 社 イ ー ス ト ゲ ー ト 602千株 5.3％

Ｎ ＆ Ｎ ア セ ッ ト ・ マ ネ ジ メ ン ト 合 同 会 社 585千株 5.1％

山 田 哲 也 340千株 2.9％

山 田 光 重 340千株 2.9％

（注）　持株比率は自己株式（1,377株）を控除して計算しております。

⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

　該当事項はありません。

(2）新株予約権等の状況
該当事項はありません。

－ 23 －



(3）会社役員の状況
① 取締役の状況（2021年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況
代表取締役社長 角 田 浩 司
常務取締役 山 田 哲 也 標準品営業部門管掌取締役 兼 株式会社AQR取締役
常務取締役 山 田 光 重 製造部門管掌取締役
取締役 古 河 潤 一 古河林業株式会社 代表取締役社長
取締役 石 本 雅 敏
取締役　(監査等委員・常勤) 小 田 　 律

取締役　(監査等委員) 額 田 　 一 額田公認会計士事務所 代表

取締役　(監査等委員) 北 　 村 　 喜 美 男

取締役　(監査等委員) 末 岡 晶 子 森・濱田松本法律事務所 パートナー

（注）１．取締役古河潤一氏、石本雅敏氏並びに取締役(監査等委員)額田一氏、北村喜美男氏、末岡晶子氏は、会社法第２条第15号に定め
る社外取締役であります。

２．取締役(監査等委員)小田律氏は常勤の監査等委員であります。常勤の監査等委員を選定している理由は、日常的な情報収集や会
計監査人、内部監査部門等との連携を図ることで、監査等委員会による監査・監督の実効性を高めるためであります。

３．取締役(監査等委員)額田一氏は公認会計士および税理士の資格を有しており、財務・税務に関する相当程度の知見を有しており
ます。

４．取締役(監査等委員)末岡晶子氏は弁護士の資格を有しております。
５．2020年6月26日開催の第７１回定時株主総会終結の時をもって、取締役　野田千秋氏は任期満了により退任いたしました。
６．当社は、古河潤一氏、石本雅敏氏、額田一氏および北村喜美男氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取

引所に届け出ております。

② 責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する
契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める額として
おります。

③ 補償契約の内容の概要等
　該当事項はありません。
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④ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、保険会社との間で、当社および「(3)重要な親会社および子会社の状況　②重要な子会社の状況」
（18ページ）に記載の当社の子会社の取締役および監査役（当事業年度中に在籍していた者を含む。）を被保
険者とする、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、保険料は全額当社
が負担しております。
　当該保険契約の内容の概要は、被保険者が、その職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係
る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により保険会社が補填するものであり、1年
毎に契約更新しております。なお、被保険者が違法に利益又は便宜を得たこと、犯罪行為、あるいは法令に違反
することを認識しながら行った行為に起因して生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由があり、被保険
者の職務の執行の適正性が損なわれないよう、措置が講じられております。次回更新時には同等の内容での更新
を予定しております。

⑤ 取締役の報酬等
イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2020年２月12日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決
議しております。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容について指名・報酬等諮問委員
会へ諮問し、答申を受けております。

また、取締役会は、当事業年度にかかる取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び
決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることや、指名・報酬等諮問委員会
からの答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。
(a)取締役報酬に関する方針

　役位、常勤、非常勤の就任期間で区分してそれぞれ基本報酬額を算定し、監査等委員を除く取締役は「指名・
報酬等諮問委員会」での審議を経て取締役会で決定し、監査等委員である取締役は監査等委員会で決定する。
(b)取締役賞与に関する方針

　取締役賞与は、業績評価連動と株価連動の混合により、算定し支給する。
　取締役の賞与を本基準にて計算し、定時株主総会において取締役賞与総額の決議を以てそれを定める。
　これにより、株主と取締役の利益の関連性を強め、取締役会における取締役の適正な判断をうながし、且つ
常勤取締役に適切な経営を求める。

－ 25 －



ロ． 当事業年度に係る報酬等の総額等

役員区分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる役
員の員数基本報酬 業績連動

報酬等
非金銭
報酬等

取締役（監査等委員及び
社外取締役を除く） 120,220 77,410 42,810 - 3名

取締役（監査等委員）
（社外取締役を除く） 24,690 19,500 5,190 - 1名

社外役員 37,800 37,800 - - 6名
（注）

１．取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2017年６月29日開催の第68回定時株主総会において月額12百万円以内（うち社
外取締役分月額3百万円以内）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く）の員数は、5名
（うち、社外取締役は2名）です。

２．監査等委員である取締役の報酬限度額は、2017年６月29日開催の第68回定時株主総会において月額５百万円以内と決議いただ
いております。当該株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は、4名です。

３．取締役の支給額には、2021年６月29日開催の第72回定時株主総会において決議予定の取締役（監査等委員である取締役を除く）
賞与43百万円、監査等委員である取締役賞与6百万円が含まれております。

４．上表には、2020年６月26日開催の第71回定時株主総会終結の時をもって退任した社外取締役１名を含んでおります。
５．業績連動報酬等について

・業績指標の内容：業績連動賞与については算定根拠を税金等調整前当期純利益とし、株価連動賞与については当社株価と
TOPIX(東証株価指数)としております。

・指標を選定した理由：株主と取締役の利益の関連性を強め、取締役会における取締役の適正な判断を促すと判断しております。
・業績連動報酬等の算定方法：業績連動賞与については、税金等調整前当期純利益に応じた役位別の金額を、利益水準も勘案して

その支給額を決定しております。株価連動賞与については、過去一年にわたっての当社平均株価がTOPIX(東証株価指数）の上
昇率を上回った場合のみ、その割合に応じて支給しております。

・業績連動報酬等の算定に用いた業績指標に関する実績：業績連動賞与については、税金等調整前当期純利益に応じた金額を支給
しました。株価連動賞与については、過去一年にわたっての当社平均株価がTOPIX(東証株価指数）の上昇率を上回らなかった
ため、支給しておりません。

６．非金銭報酬等に関しては、該当事項はありません。
７．取締役会は個人別報酬等の決定を委任しておりません。

－ 26 －



⑥ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等との重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

地位 氏名 重要な兼職の状況 当社との関係
取締役 古河潤一 古河林業株式会社 代表取締役社長 特別の関係はありません
取締役

(監査等委員)
額田　一 額田公認会計士事務所 代表 特別の関係はありません
末岡晶子 森・濱田松本法律事務所 パートナー 特別の関係はありません

ロ．当事業年度における主な活動状況
・取締役会および監査等委員会への出席状況

取締役会（13回開催） 監査等委員会（13回開催）
出席回数
(回)

出席率
(％)

出席回数
(回)

出席率
(％)

取 締 役 古 河 潤 一 13 100 － －

取 締 役 石 本 雅 敏 13 100 － －

取 締 役
(監 査 等 委 員 ) 額 田 　 一 13 100 13 100

取 締 役
(監 査 等 委 員 ) 北　村　喜美男 13 100 13 100

取 締 役
(監 査 等 委 員 ) 末 岡 晶 子 13 100 13 100

・取締役会および監査等委員会における発言状況および社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概
要

　取締役古河潤一氏は、主に経営者経験に基づく、社外取締役の見地から意見を述べるなど、取締役会の意
思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。また、指名・報酬等諮問委員会
の委員として、当事業年度に開催された委員会３回のすべてに出席し、客観的・中立的立場で当社の役員候
補者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を担っております。

　取締役石本雅敏氏は、主に経営者経験に基づく、社外取締役の見地から意見を述べるなど、取締役会の意
思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。また、指名・報酬等諮問委員会
の委員として、当事業年度に開催された委員会３回のすべてに出席し、客観的・中立的立場で当社の役員候
補者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を担っております。

　取締役（監査等委員）額田一氏は、主に公認会計士としての専門的見地から意見を述べるなど、取締役会
の意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。また監査等委員会において
は適宜質問し意見を述べております。また、指名・報酬等諮問委員会の委員として、当事業年度に開催され
た委員会３回のすべてに出席し、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程に
おける監督機能を担っております。

－ 27 －



　取締役（監査等委員）北村喜美男氏は、主に経営者経験に基づく、社外取締役の見地から意見を述べるな
ど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。また監査等委
員会においては適宜質問し意見を述べております。また、指名・報酬等諮問委員会の委員として、当事業年
度に開催された委員会３回のすべてに出席し、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等
の決定過程における監督機能を担っております。

　取締役（監査等委員）末岡晶子氏は、主に弁護士としての専門的見地から意見を述べるなど、取締役会の
意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。また監査等委員会においては
適宜質問し意見を述べております。また、指名・報酬等諮問委員会の委員として、当事業年度に開催された
委員会３回のすべてに出席し、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程にお
ける監督機能を担っております。
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(4）会計監査人の状況
① 名称　　　　　　　ＰｗＣあらた有限責任監査法人

② 報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係わる会計監査人の報酬等の額 29百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 29百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に
区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係わる会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載し
ております。

　　２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどう
かについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

　　３．当社の重要な子会社である上海白銅精密材料有限公司およびHakudo(Thailand)Co., Ltd.は、当社の会計監査人以外の公認会
計士または監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む。）の監査〔会社法または金融商品取引法
（これらの法律に相当する外国の法令を含む。）の規定によるものに限る。〕を受けております。

③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会
に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員
の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初
に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告いたします。

④ 責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

⑤ 補償契約の内容の概要等
　該当事項はありません。

⑥ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　該当事項はありません。
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(5）業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要
１．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制について

　「当社は、取締役会をはじめとする重要な会議での意思決定に係る情報を適切に記録し、法令、文書管理
規程および記録管理規程等に基づき、定められた期間保存する。」としております。

２．損失の危険の管理に関する規程その他の体制について
　「当社は、リスク管理規程、経営危機管理規程、防災要領等に従い経営に重大な影響を及ぼすリスク（業
務に関するリスク・安全に係るリスク等）による損失の事前防止対策等を実行し、リスク管理の体制を整備
する。」としております。

３．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制について
(1)「当社は、定例の取締役会を毎月１回開催し、重要事項の決定ならびに取締役の業務執行状況の監督等
を行う。」としております。

(2)「当社の取締役は、将来の事業環境を踏まえ中期経営計画、各年度予算の立案および全社的な目標の設
定を行い、各部門が立案し実行した施策を監督する。」としております。

(3)「取締役会は、取締役会が定める経営機構、代表取締役およびその他の業務執行を担当する取締役・本
部長・部長等の職務分掌に基づき、代表取締役および各業務担当取締役・本部長・部長等に業務を行わせる。」
としております。

(4)取締役の指名・報酬に関して、職務の効率化を図るとともに透明性および客観性を確保し、コーポレー
　トガバナンスの更なる強化を図るために、指名・報酬等諮問委員会を設置しております。

４．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制について
　「当社は、行動規範、内部監査規程、職務権限規程等に従い、また必要に応じて弁護士による助言、会計
監査人の指導を受けることでコンプライアンス体制を構築し、取締役および使用人の職務の執行が法令およ
び定款に適合することを確保する。」としております。
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５．当該株式会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体
制について
(1)「当社は、子会社管理規程に従い子会社と連携し、各社相互に関連するリスク管理、コンプライアンス
体制整備、経営効率化、決算情報の収集、開示情報の迅速な伝達体制の構築等について必要な措置をとる。」
としております。

(2)「当社の内部監査室は、子会社の業務の適正およびリスク情報の有無を監査するために、定期的に子会
社の内部監査を実施する。」としております。

(3)「子会社の経営については、その自主性を尊重しつつ、事業内容の定期的な報告と重要な案件について
の事前協議を行う。」としております。

６．監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項について
　「当社は内部監査室に所属する使用人が、監査等委員会の職務を補助する使用人と兼務することとし、監
査等委員会が当該補助使用人に対し、必要に応じて指示・命令をし、監査等委員会に報告する体制とする。」
としております。

７．前号の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性に関する事項ならびに当該取締役お
よび使用人に対する監査等委員会の指示の実効性の確保に関する事項について
　「前号の監査等委員会の職務を補助する使用人については、その独立性と実効性を確保するため、監査等
委員でない取締役の指揮命令を受けず、監査等委員会の指揮命令に従うものとし、当該使用人の任命、人事
異動等は監査等委員会の同意を得る。」としております。

８．取締役および使用人が監査等委員会に報告をするための体制について
(1)「当社の業務執行を担当する取締役は、取締役会等の重要な会議において随時その担当する業務の執行
状況の報告を行う。」としております。

(2)「当社の取締役は、次に定める事項について、発見次第速やかに監査等委員会に対し報告を行う。」と
しております。
　①会社の信用を大きく低下させた事項、またはその恐れのある事項
　②会社の業績に大きく悪影響を与えた事項、またはその恐れのある事項
　③法令、定款、社内規則全般への違反で重大な事項

(3)「子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員および使用人またはこれらのものから報告を受けたも
のは、法令および規程に定められた事項について速やかに報告を行う。」としております。
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(4)「当社および子会社の取締役および使用人は、監査等委員会が事業の報告を求めた場合、または監査等
委員会が業務の調査を行う場合は迅速かつ的確に対応する。」としております。

９．前号の報告をしたものが当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための
体制
　「当社および子会社の取締役および使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを
発見したときは、直ちに通報窓口および監査等委員会に報告を行う。当社は、報告を行った当社および子会
社の取締役および使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止する。」
としております。

１０．監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る）について生ずる費用の前払又
は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　「監査等委員の職務の執行上必要と認める費用については会社に請求することができる。また、監査等委
員である取締役が職務執行に必要であると判断した場合、弁護士、公認会計士等の専門家に意見・アドバイ
スを依頼する等の監査費用を認める。」としております。

１１．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制について
(1)「当社の監査等委員会は、必要に応じて会計監査人、取締役、使用人、子会社取締役、子会社監査役等
からの情報収集や意見交換を行う。」としております。

(2)「当社の監査等委員会は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、自らの判断で、弁護士、公認会計
士、コンサルタントその他の外部アドバイザーを活用する。」としております。

１２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　上記に掲げた内部統制システムの施策および規程に従って、具体的な取り組みを行うとともに、内部統制
システムの運用状況について国内外の各拠点における業務・運営の適正性、効率性を中心に内部監査を実施
しており、結果は必要に応じて取締役社長および監査等委員会に報告しています。
　また、取締役会には取締役が出席して、各本部長から業務状況の報告が行われるとともに、重要事項の審
議・決議を行っております。議場において社外取締役は、独立した立場から決議に加わるとともに、経営の
監視・監督を行っております。

(6）剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、財務体質の強化と業績に裏付けられた成果の配分を実施することを基本方針としております。
　この基本方針に基づき2021年5月14日開催の定例取締役会において、2021年3月期期末配当金として1株につき
普通配当５８円とすることを決定いたしました。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2021年３月31日現在）

（単位：千円）
資産の部 負債の部

科目 金額 科目 金額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

24,851,147

5,924,026

10,847,040

2,003,717

5,934,987

25,847

140,115

△24,587

8,264,293

6,370,426

1,717,445

2,589,750

1,899,876

163,353

402,158

322,397

79,760

1,491,708

907,682

399,095

184,930

流 動 負 債 15,189,677

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 5,797,401

電 子 記 録 債 務 7,335,415

未 払 費 用 749,209

未 払 法 人 税 等 469,473

賞 与 引 当 金 371,626

役 員 賞 与 引 当 金 48,000

そ の 他 418,551

固 定 負 債 55,889

退 職 給 付 に 係 る 負 債 14,803

長 期 預 り 保 証 金 16,150

繰 延 税 金 負 債 283

そ の 他 24,652

負 債 合 計 15,245,567

純資産の部

株 主 資 本 17,597,823

資 本 金 1,000,000

資 本 剰 余 金 621,397

利 益 剰 余 金 15,978,014

自 己 株 式 △1,588

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 272,048

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 134,942

為 替 換 算 調 整 勘 定 137,105

非 支 配 株 主 持 分 0

純 資 産 合 計 17,869,873

資 産 合 計 33,115,440 負 債 純 資 産 合 計 33,115,440
（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで）

（単位：千円）
科目 金額

売 上 高 39,219,464

売 上 原 価 32,549,342

売 上 総 利 益 6,670,122

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,688,170

営 業 利 益 1,981,951

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 14,410

不 動 産 賃 貸 料 85,599

そ の 他 25,970 125,980

営 業 外 費 用

不 動 産 賃 貸 費 用 16,179

固 定 資 産 処 分 損 4,992

そ の 他 3,288 24,460

経 常 利 益 2,083,471

特 別 損 失

退 職 給 付 費 用 196,732 196,732

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,886,738

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 692,827

法 人 税 等 調 整 額 △87,889 604,938

当 期 純 利 益 1,281,800

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 0

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,281,800

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 1,000,000 621,397 15,354,048 △1,531 16,973,914
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △657,833 △657,833
親会社株主に帰属する当期純利益 1,281,800 1,281,800
自 己 株 式 の 取 得 △57 △57
株主資本以外の項目の当期変動額
( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 623,966 △57 623,909
当 期 末 残 高 1,000,000 621,397 15,978,014 △1,588 17,597,823

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金 為替換算調整勘定 その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 59,959 47,490 107,449 0 17,081,364
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △657,833
親会社株主に帰属する当期純利益 1,281,800
自 己 株 式 の 取 得 △57
株主資本以外の項目の当期変動額
( 純 額 ) 74,983 89,615 164,598 0 164,598

当 期 変 動 額 合 計 74,983 89,615 164,598 0 788,508
当 期 末 残 高 134,942 137,105 272,048 0 17,869,873

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（2021年３月31日現在） （単位：千円）

資産の部 負債の部
科目 金額 科目 金額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
繰 延 税 金 資 産
長 期 前 払 費 用
差 入 保 証 金
そ の 他

23,085,572
5,383,564
1,979,087
1,876,509
8,362,166
5,266,312

25,847
51,619
13,509

129,699
△2,743

9,271,418
6,231,162
1,522,309

141,283
2,490,967

17,835
79,317

1,899,876
79,574

325,846
310,573
14,820

453
2,714,410

905,780
279,947
983,011
369,059

1,936
109,985
64,689

流 動 負 債 14,657,013
支 払 手 形 86,021
電 子 記 録 債 務 7,139,793
買 掛 金 5,462,004
未 払 金 204,477
未 払 費 用 701,712
未 払 法 人 税 等 464,948
賞 与 引 当 金 362,290
役 員 賞 与 引 当 金 48,000
そ の 他 187,763

固 定 負 債 40,802
長 期 預 り 保 証 金 16,150
そ の 他 24,652

負 債 合 計 14,697,815
純資産の部

株 主 資 本
資 本 金 1,000,000
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 621,397
資 本 剰 余 金 合 計 621,397
利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金 214,125
そ の 他 利 益 剰 余 金 15,690,551

別 途 積 立 金 14,070,000
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 38,240
繰 越 利 益 剰 余 金 1,582,311

利 益 剰 余 金 合 計 15,904,676
自 己 株 式 △1,588
株 主 資 本 合 計 17,524,485

評 価 ・ 換 算 差 額 等
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 134,690
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 134,690

純 資 産 合 計 17,659,175
資 産 合 計 32,356,991 負 債 純 資 産 合 計 32,356,991

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで）

（単位：千円）
科目 金額

売 上 高 37,017,417

売 上 原 価 30,773,414

売 上 総 利 益 6,244,003

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,307,849

営 業 利 益 1,936,154

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 8,640

不 動 産 賃 貸 料 71,760

そ の 他 16,218 96,619

営 業 外 費 用

不 動 産 賃 貸 費 用 12,425

固 定 資 産 処 分 損 4,434

そ の 他 4,585 21,445

経 常 利 益 2,011,328

特 別 損 失

退 職 給 付 費 用 196,732 196,732

税 引 前 当 期 純 利 益 1,814,596

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 686,411

法 人 税 等 調 整 額 △98,137 588,273

当 期 純 利 益 1,226,322

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

自己株式 株 主 資 本
合 計資本準備金 資本剰余金

合 計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別途積立金 固 定 資 産

圧縮積立金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,000,000 621,397 621,397 214,125 13,540,000 38,240 1,543,822 15,336,188 △1,531 16,956,054
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △657,833 △657,833 △657,833
別 途 積 立 金 の 積 み 立 て 530,000 △530,000 － －
当 期 純 利 益 1,226,322 1,226,322 1,226,322
自 己 株 式 の 取 得 △57 △57
株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 530,000 － 38,488 568,488 △57 568,430
当 期 末 残 高 1,000,000 621,397 621,397 214,125 14,070,000 38,240 1,582,311 15,904,676 △1,588 17,524,485

評価・換算差額等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 60,127 60,127 17,016,182
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △657,833
別 途 積 立 金 の 積 み 立 て －
当 期 純 利 益 1,226,322
自 己 株 式 の 取 得 △57
株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額(純額) 74,562 74,562 74,562

当 期 変 動 額 合 計 74,562 74,562 642,993
当 期 末 残 高 134,690 134,690 17,659,175

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2021年５月14日
白 銅 株 式 会 社

取締役会　御中
ＰｗＣあらた有限責任監査法人
　　　　　東京事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 出 口 眞 也 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 尻 引 善 博 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、白銅株式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度

の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、白銅株式会社及

び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人

の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当
該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど

うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施
する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記
事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実
性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。
監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で
きなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示
しているかどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査
人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む
監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立
性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2021年５月14日
白 銅 株 式 会 社

取締役会　御中
ＰｗＣあらた有限責任監査法人
　　　　　東京事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 出 口 眞 也 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 尻 引 善 博 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、白銅株式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの第72期

事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計
算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人

の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に
従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示すること

にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、
我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事
項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう

かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施
する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記
事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の
前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関
する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に
関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む
監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立
性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告
監　査　報　告　書

2021年５月14日
白 銅 株 式 会 社
代表取締役社長 角 田 浩 司 殿

白銅株式会社　監査等委員会
常勤監査等委員 小 田 　 律 ㊞
監 査 等 委 員
(社 外 取 締 役) 額 田 　 一 ㊞
監 査 等 委 員
(社 外 取 締 役) 北 村 喜 美 男 ㊞
監 査 等 委 員
(社 外 取 締 役) 末 岡 晶 子 ㊞

　当監査等委員会は、2020年4月1日から2021年3月31日までの第72期事業年度の取締役の職務の執行について監査いたしました。
その方法及び結果につき以下の通り報告いたします。

1．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備
されている体制(内部統制システム)について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に
応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
(1)監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査部門その他内部統

制所管部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて
説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。
　また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報交換を図り、必要に応じて子会社からの事業の報告
を求め、その業務及び財産の状況を調査しました。

(2)会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確
保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計審議
会)等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び
連結注記表）について検討いたしました。
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2．監査の結果
(1)事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載
内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人ＰｗＣあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3)連結計算書類の監査結果
会計監査人ＰｗＣあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

以　上

※監査等委員額田一、北村喜美男及び末岡晶子は、会社法第2条第15号及び第331条第6項に規定する社外取締役です。

以　上
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ホームページのご案内

当社ホームページでは
「企業情報」「商品・サービス」「IR情報」など、

さまざまな情報を発信しております。

当社HP www.hakudo.co.jp/ IR情報 www.hakudo.co.jp/ir/
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株主総会会場ご案内図
東京都千代田区丸の内二丁目５番２号　三菱ビル　10階

コンファレンススクエア　エムプラス　グランド
電話　０３－３２８２－７７７７

株主総会会場
三菱ビル10階
コンファレンススクエア
エムプラス　グランド

丸の内仲通りビル

千代田線二重橋前駅

三菱
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郵船
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東京海上
日動ビル

日比谷通り
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幸
通
り

三田線大手町駅

丸の内仲通り

丸ビル 新丸ビル
東
西
線
大
手
町
駅丸の内

オアゾ

丸ノ内線東京駅

ＪＲ東京駅

Ｊ
Ｒ
京
葉
線
東
京
駅

東京国際
フォーラム

三菱ＵＦＪ
銀行本店

東京ビル
ＴＯＫＩＡ

JPタワー

丸の内南口 中央口 北口

交通
アクセスの

ご案内

●ＪＲ
「東京駅」（丸の内南口）…………………………………徒歩約３分
京葉線「東京駅」10番出口より直結
●地下鉄
東京メトロ千代田線「二重橋前駅」４番出口……………徒歩約２分
東京メトロ丸ノ内線「東京駅」地下道経由………………徒歩約３分
都営三田線「大手町駅」Ｄ１出口…………………………徒歩約４分
東京メトロ東西線「大手町駅」Ｂ１出口…………………徒歩約６分

※お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。



株主各位

第72回定時株主総会招集ご通知

インターネット開示事項

連結注記表

個別注記表

（2020年４月１日～2021年３月31日）

白銅株式会社

第72回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の連結注記
表並びに計算書類の個別注記表につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づ
き、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　www.hakudo.co.jp）に掲載す
ることにより株主のみなさまに提供しております。



連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　(1）連結の範囲に関する事項
　　連結子会社の状況

　・連結子会社の数　　　　　　　　３社
　・連結子会社の名称　　　　　　　上海白銅精密材料有限公司
　　　　　　　　　　　　　　　　　Hakudo(Thailand)Co., Ltd.
　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社AQR

　(2）連結子会社の事業年度等に関する事項
　　連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

会社名 決算日
上海白銅精密材料有限公司 12月31日　＊１
Hakudo(Thailand)Co., Ltd. 12月31日　＊２
＊１：連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。

 

＊２：連結子会社の決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連
結上必要な調整を行っております。

　(3）会計方針に関する事項
　　①　重要な資産の評価基準及び評価方法

　イ．有価証券
その他有価証券

 

　　　・時価のあるもの　　　　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定）

　　　・時価のないもの　　　　　移動平均法に基づく原価法

　ロ．デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ　　　　　　　時価法

　ハ．たな卸資産
通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
　　・商品及び製品　　　　　　　　総平均法
　　・原材料及び貯蔵品　　　　　　最終仕入原価法

　　②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　イ．有形固定資産 当社及び株式会社AQRは定率法を採用し、在外子会社は所在地国の法令に基づく定額法によっ

ております。
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっ
ております。

　　ロ．無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、主として社内における利用可能期間（５年）に基
づく定額法を採用しております。
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　　③　重要な引当金の計上基準
 

　　イ．貸倒引当金　　　　　　　　売掛金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　　ロ．賞与引当金　　　　　　　　従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

　　ハ．役員賞与引当金　　　　　　役員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

　　④　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建の金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。
　在外連結子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨
に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

　　⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項
　　イ．退職給付に係る会計処理の
　　　　方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に
基づいた額を計上しております。

　　ロ．消費税等の会計処理　　　　税抜方式によっております。

　(4）表示方法の変更に関する注記
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結会計年度より適用し、連結計算書

類に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

　(5）会計上の見積りに関する注記
①　連結計算書類に計上した会計上の見積りによるもののうち、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある

項目及び当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度に係る連結計算書

類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
商品及び製品　　　　　　　 5,934,987千円

②　会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
当社グループは、商品及び製品の販売価格を、原材料市況を踏まえて決定しております。この結果、当社グループの商品及び製品

は、その正味売却価額が主に原材料となる非鉄地金の市況に連動することから、期末評価において正味売却価額に代えて期末付近の
仕入実績に基づく品目別の再調達原価を使用して評価を行っております。また、長期滞留の在庫に対しては、過去の販売実績を基礎
に正規品としての販売可能性を検討したうえで、販売が見込めない在庫について処分見込価額にて評価を行っております。

当連結会計年度末における簿価切下げ前の商品及び製品在庫金額は6,410,348千円であり、上記方法に基づく簿価切下額475,361
千円を控除した5,934,987千円（総資産の17.9％）を連結貸借対照表に計上しております。

なお、簿価切下額の会計処理は洗替え法を適用しており、前連結会計年度末の簿価切下額529,175千円と当連結会計年度末の簿価
切下額475,361千円の差額△53,814千円を、たな卸資産評価損（△は戻入益）として連結損益計算書の売上原価に計上しておりま
す。

当該見積りは、景気動向や、ユーザーの生産動向及び非鉄金属の国際市況変動などの将来の不確実な経済条件の変動などによって
影響を受ける可能性があり、実際の正味売却価額または将来販売予測が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類にお
いて売上原価の金額に重要な影響を与える可能性があります。
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（追加情報）
（確定給付企業年金制度の終了について）

当社は、従業員の退職給付に充てるため、確定給付企業年金制度及び確定拠出年金制度を併用しておりましたが、2021年3月31日よ
り、確定給付企業年金制度を廃止し確定拠出年金制度へ移行しております。これに伴い、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」
（企業会計基準適用指針第１号 2016年12月16日改正）及び「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対
応報告第２号 2007年２月７日改正）を適用し、確定拠出年金制度への移行部分について、退職給付制度終了の処理を行っております。

これにより、当連結会計年度において、退職給付費用196,732千円を特別損失に計上しております。

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積りについて）
当社グループでは、固定資産の減損や繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りについて、連結計算書類作成時において入手可

能な情報に基づき実施しております。新型コロナウイルス感染症の今後の状況や収束時期等を正確に予測することは困難でありますが、
現時点において事業への重大な影響は与えないと判断しています。

しかしながら、新型コロナウイルス感染症の収束時期やその他の状況の経過により影響が変化した場合には、上記の見積りの結果に
影響し、翌連結会計年度以降の財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

２．連結貸借対照表に関する注記

　有形固定資産の減価償却累計額 11,259,585千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
　(1）発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 11,343千株 －千株 －千株 11,343千株

　(2）剰余金の配当に関する事項
　　①　配当金支払額等

　　　　2020年５月13日開催の取締役会決議による配当に関する事項
　　・配当金の総額 657,833千円
　　・１株当たり配当額 58円
　　・基準日 2020年３月31日
　　・効力発生日 2020年６月29日

　　②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　　2021年５月14日開催の取締役会において、次のとおり決議いたしました。

　　・配当金の総額 657,831千円
　　・配当の原資 利益剰余金
　　・１株当たり配当額 58円
　　・基準日 2021年３月31日
　　・効力発生日 2021年６月30日
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４．金融商品に関する注記
　(1）金融商品の状況に関する事項

　　①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、原則として資金運用は短期的な預金等にしており、資金調達は銀行借入による方法にしております。デリバ
ティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針としております。

　　②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクがあります。また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建の営業
債権は、為替の変動リスクがあります。原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクがあります。
　支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建てのものについては、
為替の変動リスクがあります。
　デリバティブ取引は、外貨建の営業債権に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替予約であります。

　　③　金融商品に係るリスク管理体制
　　イ．信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

　当社は、販売先与信・利益調査要領に従い、取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理
するとともに、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の販売先
与信・利益調査要領に準じて、同様の管理を行っております。

　　ロ．市場リスク(為替等の変動リスク)の管理
　当社は、外貨建の営業債権について、通貨別に把握された為替リスクに対して、原則として先物為替予約を利用してヘッジ
しております。
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取締役会に報告しており、保有状
況を継続的に見直しております。

　　ハ．資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画書を作成・更新しております。手元資金枠設定要領に従
い、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社についても、当社の手元資金枠設定要領に準
じて、同様の管理を行っております。

　　④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。
当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動すること
があります。
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　(2）金融商品の時価等に関する事項
　2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把
握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 5,924,026 5,924,026 －

(2）受取手形及び売掛金 10,847,040 10,847,040 －

(3）電子記録債権 2,003,717 2,003,717 －

(4）投資有価証券 292,543 292,543 －

資産計 19,067,328 19,067,328 －

(1）支払手形及び買掛金 5,797,401 5,797,401 －

(2）電子記録債務 7,335,415 7,335,415 －

(3）未払法人税等 469,473 469,473 －

負債計 13,602,290 13,602,290 －

デリバティブ取引（*） (662) (662) －
（*）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で負債となる項目については（　）で示しており

ます。
(注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産
(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金、(3）電子記録債権

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま
す。

(4）投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の終値によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項について
は、連結注記表の「１．(3）会計方針に関する事項　①　重要な資産の評価基準及び評価方法 イ.有価証券」をご参照くだ
さい。

負　債
(1）支払手形及び買掛金、(2）電子記録債務、(3）未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま
す。

デリバティブ取引
デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。
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(注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式（※1） 615,139

長期預り保証金（※2） 16,150
 

（※1）市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積るには過大なコストを要すると見込まれます。したがって、時価を
把握することが極めて困難と認められるものであるため、上表には含めておりません。

 

（※2）市場価格がなく、かつ実質的な預託期間を算定することは困難であることから、合理的なキャッシュ・フローを見積るこ
とが極めて困難と認められるため、上表には含めておりません。

５．１株当たり情報に関する注記
　(1）１株当たり純資産額 1,575円56銭
　(2）１株当たり当期純利益 113円01銭
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　(1）有価証券の評価基準及び評価方法
　①　子会社株式　　　　　　　　　移動平均法に基づく原価法

　②　その他有価証券
 

　　　時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

　　　時価のないもの　　　　　　　移動平均法に基づく原価法

　③　デリバティブの評価基準及び評価方法
　　　デリバティブ　　　　　　　　時価法

　(2）たな卸資産の評価基準及び評価方法
通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
　　・商品及び製品　　　　　　　　総平均法
　　・原材料及び貯蔵品　　　　　　最終仕入原価法

　(3）固定資産の減価償却の方法
　①　有形固定資産 定率法を採用しております。

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっ
ております。

　②　無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、主として社内における利用可能期間（５年）に基
づく定額法を採用しております。

　(4）引当金の計上基準
 

　①　貸倒引当金　　　　　　　　　売掛金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　②　賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

　③　役員賞与引当金　　　　　　　役員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

　(5）外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建の金銭債権債務は、事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。
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　(6）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理　　　　　　　税抜方式によっております。

　(7）表示方法の変更に関する注記
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度より適用し、計算書類に会計上

の見積りに関する注記を記載しております。

　(8）会計上の見積りに関する注記
①　計算書類に計上した会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目及び当

事業年度の計算書類に計上した金額
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響

を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
商品及び製品　　　　　　　 5,266,312千円

②　会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報については、連結注記表に同一の内容を記載して

おりますので注記を省略しております。
なお、当事業年度末における簿価切下げ前の商品及び製品在庫金額は5,717,639千円であり、簿価切下額451,327千円を控除

した5,266,312千円（総資産の16.3％）を貸借対照表に計上しております。
また、前事業年度末の簿価切下額502,079千円と当事業年度末の簿価切下額451,327千円の差額△50,752千円を、たな卸資産

評価損（△は戻入益）として損益計算書の売上原価に計上しております。

（追加情報）
（確定給付企業年金制度の終了について）

当社は、従業員の退職給付に充てるため、確定給付企業年金制度及び確定拠出年金制度を併用しておりましたが、2021年3月31日よ
り、確定給付企業年金制度を廃止し確定拠出年金制度へ移行しております。これに伴い、「退職給付制度間の移行等に関する会計処
理」（企業会計基準適用指針第１号 2016年12月16日改正）及び「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実
務対応報告第２号 2007年２月７日改正）を適用し、確定拠出年金制度への移行部分について、退職給付制度終了の処理を行っており
ます。

これにより、当事業年度において、退職給付費用196,732千円を特別損失に計上しております。

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積りについて）
新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積りに関する注記については、連結注記表（追加情報）に同一の内容を記載し

ておりますので個別注記を省略しております。

２．貸借対照表に関する注記
　(1）有形固定資産の減価償却累計額 10,869,349千円

　(2）関係会社に対する短期金銭債権
　売掛金
　電子記録債権
　その他

150,289千円
97,700千円

100,000千円
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３．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

　売上高
　受取利息

651,695千円
1,050千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び総数

　普通株式 1,377株

５．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

繰延税金資産
未払事業税否認 27,246千円
減価償却超過額 78,388
賞与引当金 110,933
端材商品評価減 122,657
関係会社出資金評価損 207,834
その他 141,013

繰延税金資産小計 688,073千円
評価性引当額 △247,932
繰延税金資産合計 440,140千円
繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △16,876
その他有価証券評価差額金 △54,204

繰延税金負債合計 △71,081千円
繰延税金資産の純額 369,059千円
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６．関連当事者との取引に関する注記
子会社

属 性 会社等の名称 資本金又は
出 資 金

事業の内容
又 は 職 業

議決権等の所
有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 係 内 容
取引の内容 取引金額

( 千 円 ) 科 目 期末残高
( 千 円 )役 員 の

兼 任 等
事 業 上
の 関 係

子会社 上海白銅精密
材料有限公司

16,490
千USD

非 鉄 金 属
加 工 販 売 100.0 0名

当社より
商品及び
原材料仕
入

非 鉄 金 属 販 売 　
( 注 １ ) 230,983 売 掛 金 21,473

子会社
Hakudo
(Thailand)
Co., Ltd.

60,000
千THB

非 鉄 金 属
加 工 販 売 99.9 0名

当社より
商品及び
原材料仕
入

非 鉄 金 属 販 売 　
( 注 １ ) 225,287 売 掛 金 99,538

子会社 株式会社AQR 35,000
千円

非 鉄 金 属
加 工 販 売 100.0 1名

当社より
商品及び
原材料仕
入

非 鉄 金 属 販 売 　
( 注 １ ) 195,424

売 掛 金 29,276

電子記録債権 97,700

資 金 の 貸 付
利息の受取　(注
２ )

△
100,000

1,050

その他流動資
産

100,000

（注１）市況を勘案して取引条件を決定しております。
（注２）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

７．１株当たり情報に関する注記
(1）１株当たり純資産額 1,556円98銭
(2）１株当たり当期純利益 108円12銭
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